
域

イ

業

す

問

と

回

①

化

う

え

え

問

こ

も

は

中

中

る

の

（

に

っ

最

SPFニューズレター FY2000  Vol.1

2000. 1  No.44
第三期中期事業ガイドライン策定にあたって
笹川平和財団

理事長　入山　映
――「世の中をよくする方法を考える組織」を目指して――
S P Fは、ほぼ5年ごとにその関心領

を見直し、その結果を「中期事業ガ

ドライン」として公表してきた。事

内容とその手法の効果・効率を検証

ると同時に、「いま、なぜ」という

いかけによって時代を先取りしよう

いう試みである。

3回目になる今回の作業では、過去2

のガイドラインで取り上げてきた

世界的政策課題、②地域社会の国際

、③民間非営利組織の活性化、とい

3つのテーマに若干の軌道修正を加

た。①はそのアプローチを大きく変

、②は発展的に解消し、③は新たな

題意識の下に活動の比重が増大する

とになった。

変化ばかりではない。助成事業とと

に自主事業も行っていくという姿勢

継続される。これは、S P Fが「世の

をよくする組織」ではなく、「世の

をよくする方法を考える組織」であ

という理念と密接に関連している。

SPFは、さまざまな国際対話の「場」

提供、それも二者（b i）よりも多者

m u l t i）による「場」の提供を積極的

行ってきた。この試みの実行にあた

て、助成・自主両事業の組合わせが

も機能的であることは、経験的に証

明されている。

冷戦構造崩壊後の国際情勢の変化は、

「いま、なぜ」という問いかけにも大き

な影響を与えた。

まず、「二大イデオロギーのいずれ

かを選べば基本的な選択は終わる。あ

とは部分的な社会改良をしていけばよ

り良い社会がつくることができる」と

いう、それまで支配的だった作業仮説

が無力化してしまった。マルクス主義

の消滅は、多元的な価値観の併存と、

それらを包摂する新たなパラダイムの

必要性を表面化させることになったの

である。イスラム・生命倫理・産業社

会などを巡る文明論対話の試みは、こ

の要請に応えようとするものである。

また、「国際」問題と「国内」問題

の境界線がますます不明確になってき

た。I T（情報技術）・情報化社会の進

展によるものだが、これは従来の国家

主権を前提とした「国内」問題の定義

が揺らぎつつあるという事情にもよ

る。日本・アジア・世界の問題を、地

理的な境界によって把握するのではな

く、むしろ地域特性を考慮しつつ、そ

れを超えて貫く意味を探ろうとするア

プローチは、こういった情勢の反映で

ある。「日本の」高齢化社会・市民社

会・憲法的制約下における予防外交な

どは、かくして「国際」財団・S P Fの

射程に入ってくることになる。同時に、

情報の発信・共有に向けての努力がさ

らなる意味と重みをもつことになる。

それら世界情勢の変化によって、民

間非営利組織（N P O）の機能はますま

す顕在化することとなり、その答責性

（アカウンタビリティ：a c c o u n t a b i l i t y）

が問われることとなった。しかし、単

一争点（single issue）を巡って形成さ

れることが多く、選挙によって選ばれ

たわけでもない、無数の組織の存在を

前提とする「市民社会」モデルの正当

性は、みずから証明するしかない。公

共領域において飛躍的に比重を増大さ

せつつあるN P Oの正当性の証明のため

にも、業績評価を重視し、法制度の検

討、市民社会論の吟味、他セクターと

の協働モデルなどを通じて、従来の事

業を深度化していかなければならない。

ガイドライン策定の作業には内外の

識者、友人の方々に協力していただい

た。あまりに数が多いため、ここに一々

名前を挙げることはしないが、その知

的貢献には心から感謝申し上げたい。

「変化」と「継続」の両面から

進む見直し ますます重要性を増すN P O

のアカウンタビリティ

●エッセイ　
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●会長インタビュー

村上陽一郎 vs. 田淵節也

文明の進化と最新テクノロジー

●プロジェクト・レポート

「フィリピン非営利セクターの資金

源情報整備」事業を完了して

･････････ ･････････

「第三期中期事業ガイドライン」は8月に完成

予定です。詳細は広報・野村までお問い合わ

せください（T e l：0 3 - 3 7 6 9 - 6 9 2 4／E - m a i l：

s p f p r @ s p f . o r . j p）。



文明の進化と
最新テクノロジー

国際基督教大学教養学部教授 村上陽一郎　
笹川平和財団会長 田 淵 節 也

技術進化と人間社会のあり方を問う
田淵 村上さんの著書、『文明のなか

の科学』（青土社刊）をとても面白く

読ませていただきました。文明の普遍

性、文化の多元性について書かれてい

て、非常に納得させられました。しか

し最近、日本人の考え方が変わってき

ているような気がします。

村上 世界の情勢が変化するととも

に、日本人の意識も変わってきたよう

です。戦後、日本の民主主義化は非常

に遅々としたものでした。こういった

ことへの反発が、いま表れはじめてい

るのだと思います。

田淵 具体的にはどのようなことでし

ょうか。

村上 政府や自治体などが何かを決め

ようというとき、インターネットなど

のさまざまな手法を使いパブリック・

オピニオンを求めるようになりました。

ただ聞くだけでなく、決断または行動

を開始するための材料にするようにな

っています。その一方に、ここ1 0年ほ

どの、いわゆる市民層の成熟がありま

す。これまで日本の権力者は、きわめ

てまどろっこしいやり方をしてきまし

た。手続きに時間がかかり、やろうと

することの半分も実現しない。いわゆ

る官僚主義が跋扈していて、民衆の中

に、その不手際に対するフラストレー

ションが蓄積されていたのです。

田淵 もともと民主主義はまどろっこ

しい部分がありますからね。

村上 日本の大衆層のフラストレーシ

ョンは、たまりにたまっていました。

6 0年代終わりから7 0年代にかけて、ヒ

ッピーブームで若者が思想的にブレイ

クしましたが、結局は惨めな失敗に終

わりました。しかし、その後、彼らは

革命やテロリズムなどに走ることはあ

りませんでした。日本の大衆は、基本

的には変動を恐れています。自分たち

が築き上げてきた安定と、この括弧付

きの平和を崩されたくないのです。行

動を起さないことのフラストレーショ

ンと、平和な社会の安住の板挟みにな

った曖昧模糊とした意識が、いま少し

ずつ一つの形をつくりはじめているの

です。その証拠に、ここ1 0年ほど、市

民層のエネルギーが、さまざまなとこ

ろで発揮されるようになってきました。

田淵 それは、どういったところに表

れていますか。

村上 岩手県に、有機栽培の米を認証

するN P Oがあります。有機栽培の本格

的なチェックは、提出された報告書な

どをただ見るだけではできません。毎

週のように、田んぼで実際の農作業を

監視しなければならないのです。必然

的に、有機米の認証機関は地元になけ

ればなりません。地元で育つべきもの

なのです。ですから、岩手県のN P Oの

有機米認証マークは、全国的に信頼度

が高いのです。

ここに参加している人々は、まった

くのボランティアです。これまでの日

本社会は、大雑把に二つに大別できま

した。権力をもつ側と、サービスを享

受する側です。前者は、すなわち行政、

場合によっては企業などです。中央政

府は、税金をもらう代わりに住民にさ

まざまなサービスを提供してきまし

た。また企業も、雇用者に対して親の

ように接して面倒をみてきました。そ

のようなパターナリズムと帰属意識と

で、安定を得てきたのです。したがっ

市民のフラストレーションが
一つの形をつくりはじめた

成熟した市民意識の表れ



て、その帰属から離れることは、非常

に恐ろしいことでした。

ところが、N P Oに参加している人た

ちには、このような帰属意識はありま

せん。自分の意志で参加しています。

ケネディの言葉ではありませんが、

N P Oは「相手が自分に対して何をして

くれるか」ではなく、「自分がそれに

対して何ができるか」で動いていく組

織なのです。

この点に関しては、中央行政よりも

地方行政が、市民意識の変化を早く受

け止めたと言えるでしょう。いくつか

の地方自治体、県や市レベルでパート

ナーシップが築かれるようになりまし

た。「税金を払ってもらっているから、

こういうサービスを提供します」では

なく、「税金をいただいたが、あなた

方に任せますから好きなようにやって

ください。それを支えるための税金で

す」というパートナーシップです。行

政が、何かをしてあげるのではありま

せん。市民たちが自発的に何かをする

のを脇から支えようというのです。こ

ういう姿勢が、かなり目立つようにな

りました。

このような方向性と、体制に帰属し

て安定したい方向性と、この二つに市

民意識は分かれつつあります。もちろ

ん、後者がマジョリティでしょう。し

かし、民衆の意識が確実に変わってき

ていることは事実です。また1 5年くら

い前、京都にディベロッパーも行政も

介入しない形式のマンションができま

した。コミュニティをゼロから築き上

げることが目的で、入れ替えがありま

したが最終的には4 0家族ぐらいが集ま

って、理想の居住空間を追求していま

す。管理組合もすべて自分たちでイニ

シアチブを取っていて、そこで起こる

さまざまな問題に対処して、現在も成

功しています。

生活と環境を含め、トータルな自分

の人生を、自分で切り拓いていく層が

確実に育ってきているのです。

田淵 次にお伺いしたいのが、いま流

行りのI T（情報技術）についてです。

I Tはグローバル化をますます進める役

割を果たしていますが、このグローバ

ル化の進む方向がいまひとつ明確では

ありません。

村上 “I LOVE YOU”というフィリ

ピン産のウイルスが、あっという間に

世界中に広がってマスコミを賑わせま

した。これは、インターネット社会の

弱さと、すでに国境という概念が無意

味になっていることを示しています。

しかし、インターネット用語のL A Nと

いう言葉のLは、ローカルを表してい

ます。それが示すように、実はインタ

ーネットのもう一つの特質は、局地的

なコミュニティをつなぎ合わせる役割

なのです。

先に岩手県の例をお話しましたが、

この県は北海道を除いて面積では日本

の中で一番大きく、山あり海あり平地

ありと、地形が複雑です。この岩手県

で、2 0ほど県立病院があってバラバラ

に機能していたのが、インターネット

の導入で結ばれることになりました。

これによって、患者を、場合によって

はヘリコプター輸送も含めて、最短の

時間で最適な病院に案内することがで

きるようになりました。その患者にど

の病院が一番適当か、どの病院のベッ

ドが空いているかが、ネットワークで

ほぼ瞬時にわかります。非常に効率的

な医療制度が岩手県で機能しはじめて

いるのです。

このように、一方でインターネット

は、これまでなかったローカルなコミ

ュニティづくりに役立っています。

田淵 I Tによって、企業などの利益す

なわち私益と、公益すなわち国益の均

衡が、どこかで崩れつつあるように思

います。

村上 可能性だけが先行し、社会制度

が追いついていないのです。政府はい

まごろセキュリティなどのシステムを

構築しようと慌てています。結局、技

術が猛烈に先行しているということで

す。社会制度、あるいは社会のインフ

ラストラクチャーが追いついていない

のです。教育などにも、ずいぶんI Tが

浸透しつつあります。文部省はコンピ

ュータを買って小学校にまで配りまし

た。ところが、地方の小学校には光ケ

ーブルはもちろん、I S D Nさえ入ってい

ません。電話線は2回線ぐらいしかなく

て、1回線は校長室に、もう1回線は事

務室にあるというような状態です。子

供たちのためにコンピュータが2 0台配

られたとしても、せいぜいキーボード

操作しかできません。自宅のパソコン

でインターネットで遊ぶならまだしも、

学校でせっかくネット社会へ近づける

チャンスがありながら、そのリテラシ

可能性だけが先行するIT革命

ITはグローバルかつ
ローカルなシステム

国際基督教大学教養学部教授、東京大学名誉教

授。1 9 3 6年9月9日、東京生まれ。6 4年東京大学卒

業、6 8年同大学院人文科学研究科比較文学・比較

文化専攻博士課程修了。この間6 7年より上智大学

文学部講師、7 1年同理工学部助教授。7 3年東京大

学教養学部助教授、8 6年同教授。8 9年先端科学技

術研究センター教授、9 2年東京大学工学部教授、

9 3年先端科学技術センター教授・センター長。9 5年

退官し、国際基督教大学教授。（株）N T Tデータの

システム科学研究所所長も務める。著書に『文明

のなかの科学』『西欧近代科学』『近代科学と聖俗

革命』『科学と日常性の文脈』『ペスト大流行』『科学

史の逆遠近法』『あなたの子どもの世代は幸せにな

ると思いますか』など多数。

村上陽一郎（むらかみ よういちろう）



ーすら学べない状況なのです。

田淵 その点、アメリカは日本と違い

ますね。

村上 アメリカのある州の小学校に、

コンピュータ会社の寄付でコンピュー

タが配られました。コンピュータ会社

は、自分たちが寄付した商品がきちん

と使われるように、専門家を派遣して

丁寧に指導しました。回線が足りなか

ったら、引いてくれます。そうしない

ことには、自社製品のよさを理解して

もらえませんからね。企業はメセナの

つもりで、小学生に無料のサービスを

しています。

田淵 日本の小学生と、環境がかなり

違いますね。

村上 日本のネットを取り巻く状況は、

いま混乱しています。しかし、時間が

たつにつれて、環境も少しずつ整って

くるでしょう。もちろん個人の意識も

同様です。ある種の秩序・規律ができ

てくることになるでしょう。やがて日

本も、小さいころからインターネット

の基礎をきちんと身につけることが可

能な社会になるでしょう。楽観的かも

しれませんが、そう思います。

田淵 もう一つお伺いしたいのは、著

書にも書かれていたヒトゲノム遺伝子

解読の問題です。私には、神の摂理に

反する行動だと思えてなりません。

村上 一方で、ヒトゲノムには明るい

面があります。ヒトゲノムによって、

オーダーメードの、正しくはテーラー

メードの医療が可能になるのです。た

とえば、同じガンでも個人によって、

効果のある抗ガン剤などが違います。

これは、個人のもつ免疫系や、遺伝因

子などの作用によるものです。ヒトゲ

ノム計画で、個人がどんな遺伝情報を

もっているかがわかれば、その人にベ

ストの治療法を提案できます。少なく

ともここ3年ぐらいのうちに、テーラ

ーメードの医療が、さまざまな現場で

ほぼ確立されるだろうと予測されてい

ます。

ですから、神の摂理に踏み込むとい

うより、むしろ神の摂理を利用しなが

ら、これまでのような統計的な治療で

はなく、個人個人に合った治療法がで

きるということなのです。これがヒト

ゲノム計画を推進する人たちの言い分

で、ある意味で認められると思います。

しかし、そこから先にさまざまな問

題があります。問題のある遺伝情報を

もっていることが判明する時期のこと

です。受精卵の段階、場合によっては

精子、卵子の段階、あるいは胎児の段

階など、さまざまなレベルでそれがわ

かるようになってきます。もし、受精

卵の段階で問題が判明すると、選別し

て子宮に着床する前に捨てることも可

能です。まさに、神の摂理に踏み込ん

でしまうことになります。もし、ヒト

ゲノムによってそれらの遺伝情報が全

部解明でき、それをさらに変える技術

が完成すると大変です。人間は自分の

欲しいように遺伝子を操作した卵と、

自分の望みに叶うように操作した精子

とで、自分の子供をつくる――そんな

ことが実現するようになるでしょう。

ならば、ここで神の摂理を持ち出せ

ばいい――。ところが、神の摂理を納

得しない人に、どうやって人類誕生の

人為操作を駄目だと言えるのか。これ

はちょっと難しい問題かもしれません。

人間の欲望が、神をも踏みにじる段階

にまで肥大する可能性を、技術が約束

してしまいかねないのです。

私は神の摂理に踏み込まないまで

も、社会に一つの基準を設けることは

可能だと考えています。しかし、それ

をどうやって一般社会に強制できるの

か、果たして法律で強制することがで

きるのか――。これは大問題として残

りそうな気がします。

田淵 非常に原始的ですが、それを救

うのは、やはり宗教ではないでしょう

か。人間は神様の前ではひれ伏します。

カトリックは堕胎を禁止していますか

ら、堕胎しない信者も多いようです。

村上 そうなると、人間を超える何者

かに対して、ひざまづいて従うことが

重要になってきます。それが、この問

題の突破口になる可能性が高いでしょ

う。

田淵 何かに畏敬の念を抱かないと、

やはり神様の反撃にあうと思います

が。

村上 おっしゃるとおりです。神の反

撃とは、すなわち人間が滅びるという

ことです。誰もが操作した卵と精子で

エリートばかりつくった結果、きわめ

て不自然な歪んだ社会になっていくか

らです。そういう社会の存続はおそら

く生物学的に不可能だと思います。

ヒトゲノム解析と神の摂理



北　
東　
ア　
ジ　
ア　
問　
題　
に　
つ　
い　
て　
も　
三　
国　
間　

確　
保　
の　
た　
め　
に　
の　
み　
国　
連　
活　
動　
に　
携　
わ　

て　
い　
る　
浦　
東　
地　
区　
に　
林　
立　
す　
る　
高　
層　
建　

い
こ
と
を
肝
に
銘
じ
て
お
き
た
い
。

*1 ARF:
中国とのつきあい
財団法人 世界平和研究所理事長　SPF理事　大河原良雄
っ　
て　
き　
た　
と　
さ　
え　
言　
い　
得　
る　
。　
し　
か　
し　

こ　
の　
数　
年　
来　
、　
A
P
E
C
や　
A
R
F
*1

の　

よ　
う　
な　
ア　
ジ　
ア　
太　
平　
洋　
地　
域　
の　
協　
力　
組　

織　
に　
積　
極　
的　
か　
つ　
意　
欲　
的　
に　
関　
与　
し　
始　

め　
て　
い　
る　
。　
米　
国　
下　
院　
に　
よ　
る　
対　
中　
恒　

久　
M
F
N

*2

付　
与　
法　
案　
の　
通　
過　
、　
E
U
と　

の　
W
T
O
加　
入　
交　
渉　
妥　
結　
を　
直　
接　
の　
契　

機　
と　
し　
て　
、　
中　
国　
の　
W
T
O
年　
内　
加　
入　

が　
確　
実　
視　
さ　
れ　
て　
い　
る　
。　
こ　
れ　
に　
よ　
っ　

て　
、　
国　
際　
経　
済　
分　
野　
に　
お　
い　
て　
も　
中　
国　

の　
多　
角　
的　
な　
積　
極　
的　
活　
動　
が　
み　
ら　
れ　
る　

よ　
う　
に　
な　
る　
で　
あ　
ろ　
う　
。　
こ　
の　
よ　
う　
な　

情　
勢　
に　
鑑　
み　
れ　
ば　
、　
中　
国　
と　
の　
関　
係　
で　

二　
国　
間　
外　
交　
の　
枠　
内　
の　
み　
で　
対　
応　
を　
考　

え
る
の
は
生
産
的
で
は
な
い
だ
ろ
う
。

二　
国　
間　
関　
係　
の　
文　
脈　
で　
は　
、　
中　
国　
の　

報　
道　
や　
研　
究　
者　
の　
論　
文　
に　
、　
折　
に　
触　
れ　

対　
日　
、　
対　
米　
警　
戒　
論　
が　
登　
場　
す　
る　
。　
他　

方　
、　
我　
が　
国　
や　
米　
国　
で　
は　
、　
強　
大　
化　
す　

る　
中　
国　
へ　
の　
脅　
威　
論　
が　
マ　
ス　
コ　
ミ　
の　
好　
む　

テ　
ー　
マ　
と　
な　
り　
が　
ち　
で　
あ　
る　
。　
今　
後　
は　
広　

い　
立　
場　
か　
ら　
、　
二　
国　
間　
外　
交　
の　
枠　
を　
超　

え　
て　
多　
数　
国　
間　
協　
力　
お　
よ　
び　
地　
域　
協　
力　

の
方
途
を
探
る　
べ　
き
も　
の　
と
考
え　
る　
。　

こ　
の　
観　
点　
か　
ら　
注　
目　
さ　
れ　
る　
の　
は　
、　

昨　
年　
マ　
ニ　
ラ　
で　
行　
わ　
れ　
た　
A
S
E
A
N

首　
脳　
会　
議　
の　
際　
に　
、　
A
S
E
A
N
＋　
3

会　
議　
が　
開　
催　
さ　
れ　
た　
こ　
と　
で　
あ　
る　
。　
日　

中　
韓　
三　
国　
首　
脳　
が　
A
S
E
A
N
首　
脳　
と　

の　
合　
同　
会　
議　
に　
出　
席　
し　
た　
の　
み　
な　
ら　
ず　
、　

小　
渕　
首　
相　
、　
朱　
鎔　
基　
首　
相　
お　
よ　
び　
金　
大　

中　
大　
統　
領　
の　
三　
首　
脳　
が　
朝　
食　
会　
と　
い　
う　

形　
で　
顔　
合　
わ　
せ　
の　
場　
を　
も　
っ　
た　
。　
こ　
の　

よ　
う　
な　
三　
者　
会　
談　
が　
定　
着　
し　
て　
い　
け　
ば　
、　

築　
群　
も　
、　
中　
国　
人　
の　
自　
慢　
の　
種　
で　
あ　
る　

よ　
う　
だ　
。　
長　
い　
歴　
史　
に　
よ　
っ　
て　
育　
ま　
れ　

た　
「　
中　
華　
思　
想　
」　
が　
、　
上　
記　
そ　
れ　
ぞ　
れ　
の　

建　
築　
物　
の　
大　
き　
さ　
を　
求　
め　
る　
こ　
と　
に　
つ　

な　
が　
っ　
て　
い　
る　
の　
で　
は　
な　
い　
だ　
ろ　
う　
か　
。　

何　
事　
も　
世　
界　
一　
を　
誇　
り　
と　
し　
て　
い　
る　

と　
み　
ら　
れ　
る　
中　
国　
が　
、　
世　
界　
一　
で　
あ　
る　

が　
故　
に　
頭　
を　
痛　
め　
て　
い　
る　
の　
は　
、　
一　
二　

億　
五　
千　
万　
人　
を　
超　
す　
人　
口　
の　
問　
題　
で　
あ　

る　
。　
一　
九　
七　
二　
年　
以　
来　
進　
め　
て　
き　
た　
家　

族　
計　
画　
に　
も　
か　
か　
わ　
ら　
ず　
人　
口　
増　
が　
続　

い　
て　
、　
約　
一　
五　
億　
人　
で　
頭　
打　
ち　
に　
な　
る　

の　
は　
二　
〇　
四　
〇　
年　
の　
こ　
と　
で　
あ　
り　
、　
二　

〇　
五　
〇　
年　
頃　
に　
よ　
う　
や　
く　
イ　
ン　
ド　
に　
人　

口　
世　
界　
一　
の　
座　
を　
譲　
る　
も　
の　
と　
み　
ら　
れ　

て　
い　
る　
。　
に　
も　
か　
か　
わ　
ら　
ず　
中　
国　
は　
最　

近　
一　
人　
っ　
子　
政　
策　
の　
手　
直　
し　
を　
行　
い　
、　

少　
数　
民　
族　
や　
農　
村　
居　
住　
者　
に　
は　
二　
人　
っ　

子　
を　
許　
容　
す　
る　
に　
い　
た　
っ　
て　
い　
る　
。　
膨　

大　
な　
人　
口　
の　
も　
た　
ら　
す　
社　
会　
的　
経　
済　
的　

な　
歪　
み　
の　
是　
正　
は　
、　
政　
治　
的　
に　
大　
き　
な　

課
題
で
あ
り
続
け
る
の
で
あ
ろ
う
。

新　
し　
い　
世　
紀　
に　
軍　
事　
的　
に　
も　
経　
済　
的　

に　
も　
世　
界　
有　
数　
の　
大　
国　
と　
な　
る　
中　
国　
は　
、　

国　
際　
社　
会　
に　
と　
っ　
て　
今　
後　
い　
か　
な　
る　
存　

在　
と　
な　
る　
の　
か　
。　
我　
が　
国　
は　
こ　
れ　
と　
い　

か　
に　
つ　
き　
あ　
っ　
て　
い　
く　
べ　
き　
な　
の　
か　
。　

二　
一　
世　
紀　
に　
向　
け　
て　
、　
我　
が　
国　
に　
と　
っ　

て　
、　
最　
も　
重　
大　
な　
課　
題　
の　
一　
つ　
で　
あ　
る　
。　

冷　
戦　
時　
代　
を　
通　
じ　
て　
中　
国　
は　
二　
国　
間　

外　
交　
を　
重　
視　
し　
、　
多　
国　
間　
外　
交　
に　
は　
比　

較　
的　
重　
き　
を　
置　
く　
こ　
と　
を　
し　
な　
か　
っ　
た　
。　

あ　
え　
て　
極　
言　
す　
れ　
ば　
、　
国　
連　
の　
五　
大　
常　

任　
理　
事　
国　
の　
一　
と　
し　
て　
、　
自　
国　
の　
権　
益　

四　
月　
中　
旬　
に　
中　
国　
戦　
略　
学　
会　
の　
招　
待　

で　
、　
財　
団　
法　
人　
世　
界　
平　
和　
研　
究　
所　
の　
同　

僚　
三　
人　
と　
と　
も　
に　
中　
国　
を　
訪　
れ　
る　
機　
会　

に　
恵　
ま　
れ　
た　
。　
同　
学　
会　
は　
国　
防　
部　
の　
外　

郭　
団　
体　
と　
の　
由　
で　
あ　
り　
、　
意　
見　
交　
換　
の　

場　
で　
は　
主　
と　
し　
て　
台　
湾　
問　
題　
お　
よ　
び　
朝　

鮮　
半　
島　
情　
勢　
が　
討　
議　
の　
対　
象　
と　
な　
っ　
た　
。　

幹　
部　
達　
の　
多　
く　
は　
現　
役　
時　
代　
に　
在　
外　
公　

館　
で　
駐　
在　
武　
官　
勤　
務　
の　
経　
験　
の　
あ　
る　
元　

将　
官　
で　
あ　
り　
、　
比　
較　
的　
柔　
軟　
な　
幅　
広　
い　

視　
野　
に　
立　
っ　
た　
議　
論　
を　
し　
て　
い　
た　
の　
が　

興　
味　
を　
惹　
い　
た　
。　
三　
月　
の　
台　
湾　
の　
総　
統　

選　
挙　
に　
よ　
っ　
て　
選　
ば　
れ　
た　
新　
総　
統　
の　
就　

任　
式　
を　
五　
月　
に　
控　
え　
、　
中　
国　
の　
対　
台　
湾　

強　
硬　
姿　
勢　
云　
々　
が　
報　
道　
を　
賑　
わ　
し　
て　
い　

た　
折　
柄　
で　
あ　
る　
だ　
け　
に　
、　
こ　
と　
さ　
ら　
に　

注
目
さ
れ
た
。

北　
京　
で　
の　
会　
議　
の　
後　
に　
は　
観　
光　
日　
程　

が　
用　
意　
さ　
れ　
て　
い　
た　
が　
、　
案　
内　
さ　
れ　
た　

先　
々　
で　
構　
造　
物　
の　
規　
模　
の　
雄　
大　
さ　
と　
歴　

史　
の　
古　
さ　
に　
感　
じ　
入　
っ　
た　
。　
天　
安　
門　
や　

故　
宮　
、　
万　
里　
の　
長　
城　
は　
い　
わ　
ず　
も　
が　
な　
、　

古　
都　
西　
安　
郊　
外　
所　
在　
の　
、　
有　
名　
な　
秦　
の　

始　
皇　
帝　
の　
兵　
馬　
俑　
を　
覆　
う　
ド　
ー　
ム　
状　
の　

第　
一　
号　
坑　
の　
威　
容　
、　
さ　
ら　
に　
唐　
の　
玄　
宗　

皇　
帝　
の　
贅　
を　
尽　
く　
し　
た　
温　
泉　
保　
養　
地　
の　

結　
構　
等　
々　
、　
中　
国　
文　
化　
の　
古　
さ　
と　
壮　
大　
さ　

に
目
を
奪
わ
れ
る
思　
い　
で　
あ　
っ　
た
。　

最　
後　
の　
訪　
問　
地　
は　
上　
海　
で　
あ　
っ　
た　
が　
、　

昨　
秋　
開　
港　
し　
た　
ば　
か　
り　
と　
い　
う　
浦　
東　
の　

新　
空　
港　
に　
降　
り　
立　
つ　
と　
、　
成　
田　
空　
港　
が　

見　
劣　
り　
す　
る　
ほ　
ど　
の　
立　
派　
さ　
で　
あ　
っ　
た　
。　

ア　
ジ　
ア　
の　
金　
融　
セ　
ン　
タ　
ー　
と　
す　
る　
こ　

と　
を　
目　
指　
し　
て　
開　
発　
計　
画　
が　
進　
め　
ら　
れ　

の　
話　
し　
合　
い　
が　
大　
き　
な　
意　
味　
を　
も　
つ　
こ　

と
に
な
る
。

最　
近　
、　
北　
朝　
鮮　
の　
A
R
F
へ　
の　
参　
加　

が　
認　
め　
ら　
れ　
た　
。　
七　
月　
の　
A
R
F
会　
議　

か　
ら　
北　
朝　
鮮　
が　
安　
全　
保　
障　
の　
地　
域　
内　
協　

力　
に　
関　
す　
る　
話　
し　
合　
い　
に　
参　
加　
す　
る　
こ　

と　
と　
な　
る　
。　
北　
朝　
鮮　
が　
逐　
次　
硬　
直　
的　
閉　

鎖　
的　
姿　
勢　
か　
ら　
脱　
す　
る　
こ　
と　
と　
な　
れ　
ば　
、　

故　
小　
渕　
総　
理　
が　
提　
唱　
し　
、　
ロ　
シ　
ア　
も　
支　

持　
し　
て　
い　
る　
北　
東　
ア　
ジ　
ア　
を　
巡　
る　
六　
者　

会　
議　
（　
日　
、　
米　
、　
韓　
、　
中　
、　
ロ　
、　
北　
朝　
鮮　
）　
構　

想　
が　
新　
た　
な　
展　
開　
を　
遂　
げ　
る　
可　
能　
性　
が　

開
け
て
く
る
か
も
し
れ
な
い
。

五　
月　
に　
タ　
イ　
の　
チ　
ェ　
ン　
マ　
イ　
で　
開　
催　

さ　
れ　
た　
A
S
E
A
N
＋　
3
蔵　
相　
会　
議　
に　

お　
い　
て　
、　
三　
年　
前　
に　
日　
本　
が　
提　
唱　
し　
た　

ア　
ジ　
ア　
通　
貨　
基　
金　
構　
想　
に　
反　
対　
し　
た　
中　

国　
が　
、　
日　
本　
主　
導　
の　
ス　
ワ　
ッ　
プ　
協　
定　
の　

成　
立　
を　
支　
持　
し　
た　
こ　
と　
に　
も　
、　
地　
域　
協　

力　
に　
対　
す　
る　
中　
国　
の　
新　
し　
い　
姿　
勢　
を　
垣　

間　
見　
る　
こ　
と　
が　
で　
き　
る　
よ　
う　
に　
思　
わ　
れ　

る　
。　
中　
国　
の　
経　
済　
発　
展　
に　
伴　
い　
ま　
す　
ま　

す　
深　
刻　
化　
が　
懸　
念　
さ　
れ　
る　
環　
境　
問　
題　
に　

つ　
い　
て　
も　
、　
中　
国　
も　
積　
極　
的　
に　
参　
加　
す　

る　
国　
際　
協　
力　
に　
よ　
ら　
ず　
し　
て　
解　
決　
の　
途　

を
求
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

新　
世　
紀　
を　
迎　
え　
よ　
う　
と　
す　
る　
こ　
の　
時　

期　
に　
、　
広　
大　
な　
国　
、　
歴　
史　
と　
文　
化　
の　
古　

い　
国　
、　
そ　
し　
て　
強　
大　
化　
す　
る　
中　
国　
と　
の　

つ　
き　
あ　
い　
方　
を　
、　
日　
米　
同　
盟　
関　
係　
を　
基　

軸　
と　
す　
る　
我　
が　
国　
の　
基　
本　
的　
外　
交　
方　
針　

の　
上　
に　
立　
っ　
て　
、　
し　
っ　
か　
り　
と　
固　
め　
て　

お　
く　
べ　
き　
で　
あ　
る　
。　
四　
囲　
の　
情　
勢　
に　
流　

さ　
れ　
る　
根　
無　
し　
草　
に　
な　
っ　
て　
は　
な　
ら　
な　
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「フィリピン非営利セクターの
資金源情報整備」事業を完了して

研究員補佐　西原 シッピー 光
東南アジア諸国において、近年、非

営利セクターの社会的役割に対する認

識が高まってきている。

非営利セクターにおける大きな課題

の一つは、安定的かつ持続的な資金源

の確保である。

非営利セクターの資金源は、従来、

国際援助資金（多国間、二国間政府援

助）や北側先進国の民間援助資金、中

でも国際援助資金が大きな割合を占め

てきた。しかし近年、東南アジア地域

では、その資金フローが縮小傾向にあ

ると言われている。

このような状況の下で持続的に資金

を確保していくためには、どのような

資金源が存在し、その資金源にどのよ

うに非営利セクターがアクセスできる

か、という情報を把握することが重要

である。

SPFでは、このような問題意識から、

非営利セクター基盤強化支援の一環と

して、フィリピン、タイ、インドネシ

アの3か国の非営利セクターの資金源に

関する情報整備を目的とした3つの事業

を、1998年度より支援してきた。

この資金源情報整備プログラムの下、

3か国でそれぞれユニークな視点や分野

で方法論をもつ事業が立ち上がった。

タイでは、国立開発行政大学院大学

（N I D A）のフィランソロピー・市民社

会研究センター（CPCS）が、タイ国内

で伝統的に資金源を得ている分野に着

目し、仏教寺院、国際赤十字、王室関

係の財団などの資金調達方法や資金活

用方法などの事例調査を実施した。

さらに中華系、イスラム系、キリス

ト教系などのエスニック・コ

ミュニティのフィランソロピ

ー活動の実態調査を行ってい

る。

インドネシアでは、非営利

セクターそのものに関する情

報の整備が遅れている。そこ

で、シンクタンク系のN G Oで

ある社会経済教育情報研究所

（L P 3 E S）が、インドネシアの

ドナー（提供者）とN G Oに関す

る情報を収集し、ディレクトリー作成

に取り組んでいる。

フィリピンでは、公的資金援助（O D A）

に関する情報整備に焦点を当てた。東

南アジア地域の中でもフィリピンは、

非営利セクターが非常に活発な活動を

行っている。N G O出身の閣僚が誕生す

るなど、国の政策決定過程における

NGOの影響力も比較的大きい。

そのN G Oセクターの課題の一つは、

フィリピンが受け取る公的資金援助の

資金配分について、N G Oの参画を高め

るよう政府や公的資金援助機関に働き

かけることである。しかし、O D Aに関

する情報は、分野ごとに政府の各関係

機関に散在しており、資金援助動向の

全体像を把握するための資料はほとん

ど存在していなかった。

またNGO側でも、どういった分野に、

どれくらいの規模の資金が必要とされ

ているのかなど、政府や公的資金援助

機関に提示するための情報がなかった。

そこで、以下の2点を目的とした事業

が立ち上がった。

① 援助資金がどの政府機関を通じ、

どのような分野にどれほどの規模で

流れているのか把握する。

② 非営利セクターが、支援を必要と

している分野とその支援規模を調査

し、両者の間にどのようなギャップ

があるのかを明らかにし、より効率

的かつ効果的な援助あるいは協力方

法を探る。

これが 、Caucus of Development

N G O s（C O D E - N G O）の「フィリピン非

営利セクター資金源情報整備」事業（9 8

～9 9年度）である。本欄では、このフィ

リピンの事業について紹介したい。

C O D E - N G Oは、フィリピンで最大規

模のNGOネットワークのネット組織で、

約3 0 0 0のN G O団体がメンバーとなって

いる。本事業では、O D Aの動向調査、

NGOによるODAの活用状況調査、およ

びN G Oの資金需要に関する調査を、2

年間かけて行ってきた。

まず、O D Aの動向調査は、過去1 0年

間（8 6～9 6年）のO D Aについて、政府

の複数の機関に分散している情報を収

集・分析した。調査では、資金援助機

関別、国別、分野別の資金援助の動向

東南アジア3か国で取り組ん
だ資金源情報整備プログラム

全体像が不明だった
フィリピンのODA情報

資金援助と受け手のギャップ

調査報告発表のための会議（1999年11月、於マニラ）



が明らかにされ、調査結果は報告書な

らびにデータベースとして公表された。

さらにC O D E - N G Oのニューズレターに

特集号を組み、調査結果をわかりやす

く解説して、広くN G Oや関係者間の理

解促進が図られた。

また、資金援助をN G Oがどのように

活用しているのか、またN G Oセクター

ではどのような分野での支援が必要と

されているのか、援助機関とN G Oに対

してインタビュー調査を行った。

N G Oへの直接的な支援については、

世界銀行、アジア開発銀行、国際協力

事業団（J I C A）、米国開発庁（U S A I D）

のほか、オーストラリアやカナダ政府

の資金援助について調査した。また、

政府機関を介したN G Oへの間接的な支

援については、複数の政府省庁が所有

するデータを集め、どのような分野に

対して、どのくらいの規模で資金が

NGOに活用されているのか調べた。

これらの調査結果を照らし合わせた

結果、近年のO D Aの分野、規模などの

動向、その資金がN G Oによってどの程

度活用されているかが明らかになった。

調査では、O D Aが過去1 0年間減少傾

向にあること、インフラ整備などと比

較して社会開発分野の比重が小さかっ

たこと――ひいては、近年の経済危機

の影響が大きいと思われる貧困層の生

活向上は厳しい状況にあることが明ら

かになった。

社会開発分野でも、特に教育、保健

などの基本的な社会サービス分野にお

いて、資金援助の提供側と受け入れ側

の需要の間にギャップがある。

この分野は、N G Oのもつノウハウ、

経験が活かせる分野である。ここで援

助機関とN G Oが協力することで、より

有効に資金援助が活用されると考えら

れる。

この事業の長期的な目標は、フィリ

ピンが受け取る公的資金援助の資金配

分に関する公的資金援助機関とN G O双

方の話し合いの促進である。調査結果

をもとに上述のギャップを埋め、より

有効に資金援助を活用する方策が検討

されるよう、N G Oと援助機関の継続的

な話し合いがもたれることが次のステ

ップである。

このため、本事業の調査結果は報告

書ならびにデータベースとして、NGO、

政府機関、公的援助機関などの関係者

の間で広く共有される予定である。援

助機関とN G Oの対話は、昨年、公的資

金援助の資金配分に関して、世界銀行、

アジア開発銀行、U S A I D、民間財団な

どのドナーとN G O代表者を招いた会合

で試みられた。

具体的な協力関係の構築には、さら

に焦点を絞って議論を深めていく必要

があり、簡単ではない。しかし、ドナ

ーとN G Oの間の対話の一歩が踏み出さ

れたことは、大きな成果である。

今後の展開が期待される。
NGOと援助機関の
継続的な話し合いに向けて

今回のプロジェクトが当初考えていたよりもかなり野心的

な取り組みであったことが、プロジェクトを遂行していく中

で徐々に明らかになった。調査を実施する上で、さまざまな

問題が浮かび上がってきたのである。

まず、O D Aの資金配分について統括・掌握している機関が

なく、援助資金がどのようなかたちで関係諸機関に配分され、

どう使われたのかという情報は、誰も管理していないことが

わかった。

また、各関係機関が資金援助に関する情報を公開していな

いため、N G Oに対してどのぐらいの配分で資金援助されてい

るのか把握するのが非常に困難だった。こういった資金援助

に携わる関係機関の意識の低さは、今後改善していなかれば

ならない点である。

一方、資金援助の分野については、インフラ整備などに資

金援助全体の4割近くが配分されていることが、今回の調査

で明らかになった。こうした資金配分の政策決定に我々N G O

が参画し、社会開発分野にその重点が向けられるよう政府に

働きかけることが狙いである。ただし、そのためには、調査

結果をさらに詳しく分析し、現行の政策の代替案を提示する

必要がある。

取り組むべき課題はまだ多いものの、このプロジェクトの

意義は以下の点で特筆すべきものである。まず、資金援助の

配分問題について詳細な調査を行ったことにより、単にN G O

への資金増を訴えてきた従来のアドボカシーと異なり、調査

に裏付けられた情報によって、より具体的な主張を行うこと

ができるようになった。また、プロジェクトを遂行する中で、

N G Oセクター内の他の関係機関との協力関係が強まったこと

も、プロジェクトの波及的な成果である。特に、世界銀行な

どのトップドナーを含む援助機関との対話が始まったことは、

大きな成果である。

政策を動かすまでには、上述のような課題を克服し、さら

にドナーとN G O間で議論を深める必要がある。フィリピンで

資金援助が有効に活用されるよう、これからも意欲的に取り

組んでいきたい。

調査データがODAへのNGOアクセス度を高める
CODE-NGO全国コーディネーター　ダン・ソンコ

成果物リスト
・Official Development Assistance in the

Philippines 1986-1996
・CODE-NGO Memo（ニューズレター）
・Trends in Official Development Assistance
（ODA）for Philippine NGOs

・A Synthetic Report on Philippine Develop-
ment Finance



4月1 4日（金）、北京において、笹川日中友好基金設立

1 0周年記念式典が開催された。笹川日中友好基金は1 9 8 9

年に創設され、翌9 0年、中国側協力者として中国国際友

好聯絡会と協定を結び、事業を開始した。1 0年間に人物

交流、人材養成、調査研究を中心に、1 9 6事業（総額約1 8

億円、参加者約1万人）が行われた。

記念式典では、1 0年間の事業総括の後、記者会見、記

念レセプションが開催された。日本側からは田淵節也・

S P F会長、笹川陽平・笹川日中友好基金運営委員長、的場

順三委員ら、中国側からは梁　・中国側首席委員、蕭榕

委員らが出席した。式典にあわせ、王忠禹・国務院弁公

庁秘書長、熊光楷・中国人民解放軍副総参謀長、唐樹・

国務院台湾事務弁公室副主任、于永波・軍総政治部主任

らと会見し、日中安全保障研究交流や日中協力のあり方

などについて懇談した。

また、第2 9回笹川日中友好基金運営委員会を開催し、

2 0 0 0年度以降の事業計画の方向性について討議した。委

員会では、日中双方から安全保障交流の重要性について

提議されたほか、中国側の事業選定に関して、政策決定

に直接関与する人たちのプログラムを重視すること、戦

争を知らない世代を中心とした若者達に焦点を当てるこ

となどが提案された。

笹川日中友好基金設立10周年記念式典開催
笹川日中友好基金
研究員補佐　岡室美恵子

記念式典で挨拶をする笹川陽平・基金運営委員長（於北京、人民大会堂）

3月2 2～2 3日、「中東における新たな対話メカニズムの

促進」事業の一環として、ヨルダンで「人間的側面の対

立――難民問題を考える」と題するワークショップが開催

された。

パレスチナ、イスラエル、エジプト、レバノンなどの

中東諸国の政策実務者や国際機関の専門家、そして関連

N G Oなど、約4 0人が参加し、世界各地域における難民問

題の現状やその解決策などについて幅広く議論した。ワ

ークショップの成果は、3月2 5日に行われた「国家を超え

た人間の共存」をテーマとする円卓会議の提言とされ、

この円卓会議の貴重な議論の材料となった。円卓会議に

は、先進国、中東諸国の高官、国際団体の代表者など、

十数人が参加した。

このワークショップと円卓会議は、平和外交の中心人

物の一人として中東諸国から信頼のあつい、ヨルダンの

ハッサン王子みずからの発意によって行われた。また、

チェコのハベル大統領が毎年主催している、フォーラム

2 0 0 0会議（日本財団支援事業）もこの会議に関心を寄せ、

同会議の協力会議として認定し、代表者を送った。この

円卓会議の成果は、秋にプラハで開催されるフォーラム

2000会議でも取り上げられることになっている。

ワークショップ「人間的側面の対立――難民問題を考える」
常務理事
関　晃典

円卓会議にて。ハッサン王子（写真奥右から2人目）、ゴバッヂ・ハンガリー野党
側党首（同3人目）、S・K・シン・インド前外務大臣（同4人目）



笹川太平洋島嶼国基金の第二次事業ガイドラ

イン（1 9 9 9～2 0 0 8年）では、比較的最近独立を

果たし、冷戦後米国との新たな関係を模索して

いる、隣国のミクロネシア地域への支援強化を

優先領域の一つとしている。

本年度は、地域で唯一の4年制大学であるグ

アム大学が実施する「西太平洋地域における遠

隔教育の基盤整備」事業に5万米ドル（単年度

事業）、「ミクロネシア地域における遺跡保護管

理の人材育成」事業に9万米ドル（3年事業）の

助成を開始することになった。

4月2 8日には、グアム大学のホセ・ネデドッ

グ学長が財団を訪問し、助成交付協定書の調印

式が行われた。

これに先立ち、昨年1 0月には、田淵節也・

S P F会長が三塚博衆議院議員とともにグアムを

訪れ、同大学の幹部とミクロネシアの教育につ

いて協議を行っている。

ミクロネシアへの支援強化を――笹川太平洋島嶼国基金
笹川太平洋島嶼国基金
研究員　早川理恵子

「高齢化が進む中で、誰がこれからの日本経済を支えるの

だろう。 1 0年もたたないうちに労働力不足に直面し、高

齢者も働かなければならなくなるだろう。しかし、高齢

者、特に総務や管理系の元ホワイトカラーの再就職は難

しい。いまから従来のシステムを変えていく必要がある」

田淵節也 S P F会長のこんな問題提起から始められたの

が、「新しい高齢者雇用市場創出に関する研究と提言」に

関する調査研究である。これは、1 9 9 8年秋から1年半にわ

たり、財団法人統計研究会への委託調査として実施され

た。その成果は、公開シンポジウム（4月1 8日、於L I N C

ホール、統計研究会・S P F共催、労働省後援）で報告され

た。マクロデータおよび事例分析から、ホワイトカラー

出身の高齢者と雇用機会とのミスマッチがはなはだしい

ことがわかってきた。このミスマッチ解消のためには、

個人、企業、社会制度のいずれからもアプローチが必要

だが、どれも不完全な状態である。

公開シンポジウムには、企業、官庁、自治体、ジャー

ナリストなど、1 0 0人が参加した。本研究会の座長・神代

和欣教授（放送大学）、労働省の長谷川真一氏の両氏によ

る基調講演に続き、パネル・ディスカッションが行われ

た。

定年引き上げがほとんど進んでいない現状の下、年功

賃金・年功システムの見直し、就職希望者と雇用機会の

仲介・訓練機能の拡充に加え、サラリーマン自身のキャ

リア設計と職能開発の努力が求められている。

公開シンポジウム「高齢ホワイトカラーの就業促進を考える」
上席研究員
田中弥生

神代教授（左端）、長谷川氏（右から2人目）とパネリスト。右端はSPF田淵会長

助成公付協定書の調印式。左から、グアム大学ネデドッグ学長、S P F入山理事長、
ミクロネシア地域研究所センター倉品所長

グアム大学にて。グア
ム大学ネデドッグ学長

（左から3人目）、三塚衆
議院議員（同4人目）、
グアム大学シミズ理事
長（同5人目）、S P F田
淵会長（同6人目）



国際シンポジウム「貿易・投資・持続的発展――
W T Oの今後の展開」に出席して 麗澤大学国際経済学部教授　成相　修
3月27、28日の両日、ロンドンの王立

国際問題研究所（チャタムハウス）に

おいて開催された、「貿易・投資・持続

的発展――WTO（世界貿易機関）の今

後の展開」と題する国際シンポジウム

に出席する機会を得た。昨年 1 2月の

「シアトルの悲劇」以来、新ラウンドに

向けた論点を整理し、各国政府が新た

な行動を開始する環境を整えるための

国際会議であった。

まず、問題の捉え方だが、「シアトル

の失敗」の本質に関する検討が不十分

だったということが指摘できる。シア

トルの失敗の原因は、単にWTOにある

とばかりは言えない。グローバル化の

下で、米国をはじめとする巨大な資本

力をもつ先進国は、資本の論理に基づ

き、みずからの利潤の最大化に奔走し

ている。その結果、途上国の環境破壊、

所得格差の拡大、貧困の深刻化などの

影の部分が大きくなってきている。さ

らに、1 9 9 7年のアジアの通貨・金融危

機にみるように、資本の自由化が新興

国の発展を大きく傷つけることがある

ことも指摘されている。

WTOに限らず、アングロサクソンの

理念に基づく国際機関は、市場万能主

義に立脚しており、これに反する考え

は反市場主義、あるいは保護主義とみ

なされる。このような市場に関する根

本論、市場について唯一の概念を押し

付けない寛容さを議論の出発点に据え

るべきである。さもないと、既存の市

場観を前提にして自由貿易と持続性な

どを論じても、概念の遊びに終わって

しまう。

市場機構自体の新しいパラダイムを

構築することも重要である。さらに、

グローバル化が進む中で、国際機関な

どのグローバル・ガバナンスのあり方

が論じられなければならない。貿易自

由化問題と環境・労働問題などを論じ

る場合でも、WTOだけでは不十分であ

る。国際機関の分業と調整、権限の明

確化が重要になってきている。グロー

バル化が、自由貿易の利益の先進国に

よる「密室における利潤配分」を促進

させるようなことがあってはならない。

これを是正するために、N G OやN P O

が行動を起こしたのだ。こうした動き

の意味を正しく理解する必要がある。

また、グローバル化は一方でマージ

ナライゼーションを生む。これを国際

機関における秩序や制度整備によって

解決しようとするのは、本末転倒のき

らいがある。こうした国内問題の解決

こそが、各国政府の政策課題ではない

だろうか。各国の役割という視点が欠

落していたのだ。

シンポジウムの運営について感想を

述べると、アングロサクソンのしたた

かさを見た思いである。会議の発表者

は英連邦で占められており、特にN G O

が盛んなカナダの研究機関からの参加

が多かった。インド・パキスタンから

の参加者も、母国ではなく、英国ベー

スの研究者であった。また、欧州から

はフランスもドイツも参加していなか

った。グローバリズムの功罪を論じる

のであれば、途上国の人間がより多く

参加し、発表すべきであろう。英国流

の市場主義を基本とする人、母国を離

れたインド・パキスタン人、国際機関

の人間だけでは、問題の片面しか論じ

られない。

こうした印象の上で総括してみると、

グローバル化、海外資本の直接投資

（ Foreign Direct Investment：FDI）、

資金移動などが世界の所得分配をどの

ように変えたかを実証的に分析するこ

とが今後の課題だろう。日本がアジア

における経験を貿易自由化、F D Iの帰

結、環境破壊といった観点から再評価

することは、概念の遊びに終始してい

るこの問題に関する議論を具体的に進

めることになる。日本の果たすべき役

割は大きい。

刊行物案内

■「山間過疎地の地域リーダー国際研修講座1 0年の記録（1 9 9 0

～9 9年度）」笹川平和財団／山間過疎地域国際研究・研修委員会

編 ――「山間過疎地問題の国際研究・研修ネットワーク」事業

成果物

■「Public-Interest Corporations in Japan Today: Data-Scien-

tific Approach」 日本行動計量学会発行「 B e h a v i o r m e t -

r i k a , V o l . 2 7」に掲載 ――「民間公益セクター情報整備」事業

（1 9 8 9～9 7年度）における調査結果の英文サマリー

■「情報革命とN P O」「日本N P O学会会員名簿」日本N P O学会

発行 ――「N P Oの研究・教育ネットワーク形成」事業成果物

■「中国南水北調西線プロジェクト基礎調査報告書」笹川日中

友好基金室発行 ――「南水北調西線計画基礎調査」事業成果物

■「『2 1世紀への日中共同の挑戦』―― 歴史認識・台湾問題・

日中友好の核心」（社）アジアフォーラム・ジャパン発行 ――「日

中安全保障研究交流準備」事業成果物

■「ミャンマー・カンボジアの選択――地域秩序への影響と日

本の対応」（財）平和・安全保障研究所刊 ――「ミャンマー・カ

ンボジアの域内協調戦略」事業成果物

詳細は広報・野村までお問い合わせください。（Tel: 03-3769-6924／Fax: 03-3769-2090／E-mail: spfpr@spf.or.jp）



事業計画2000年度 （2000年3月理事会決定分）
事業実施者事　業　名

Center for Strategic and International Studies（CSIS）／米国

（財）日本国際フォーラム

笹川平和財団

Institute of Economy, University of Chile／チリ

笹川平和財団、Institute of Southeast Asian Studies（ISEAS）／
シンガポール

Arab Network for NGOs／エジプト

Southern African Grantmakers Association／南アフリカ

笹川平和財団、（株）コンセプトワークショップ、（株）電通総研、
Manpower Demonstration Research Corporation／米国、NGO 
Future／スイス

Center for Philanthropy and Civil Society, National Institute of 
Development Administration／タイ

The Institute for Economic and Social Research, Education and 
Information（LP3ES）／インドネシア

日本NPO学会

Philippine Council for NGO Certification（PCNC）／フィリピン

The Synergos Institute／米国

形態

助成

助成

自主

助成

自・委

助成

助成

自・委

助成

助成

助成

助成

助成

3／3

1／1

1／6

6／6

2／2

2／2

2／2

2／2

3／3

3／3

2／3

2／2

1／3

12,000,000

10,000,000

20,000,000

7,500,000

2,500,000

3,300,000

4,000,000

29,000,000

3,900,000

3,500,000

4,000,000

3,600,000

12,000,000

年数 事業費（円）

事業実施者事　業　名

笹川平和財団、Pacific Islands News Association（PINA）／フィジー

笹川平和財団

National University of Samoa／サモア

University of Guam／グアム

Ponape Agriculture & Trade School／ミクロネシア連邦

Secretariat of the Pacific Community／ニューカレドニア

（社）国際日本語普及協会

University of Guam／グアム

University of Hawaii／ハワイ

Micronesian Seminar／ミクロネシア連邦

太平洋島嶼地域のメディア関係者交流

太平洋やしの実大学

太平洋島嶼地域の社会科学・歴史教育開発

ミクロネシア地域における遺跡保護管理の人材育成

ミクロネシア職業訓練校の教員育成

第2回太平洋青年協議会総会

ミクロネシア地域日本理解教育支援

西太平洋地域における遠隔教育の基盤整備

遠隔教育推進のための情報通信技術・応用訓練

ミクロネシア地域の社会問題解決に向けたオンライン教育

形態

自・委

自主

助成

助成

助成

助成

助成

助成

助成

助成

1／5

1／5

1／3

1／3

1／3

1／1

2／3

1／1

3／3

2／3

10,000,000

5,000,000

3,600,000

3,600,000

1,800,000

5,400,000

5,000,000

6,000,000

5,400,000

3,200,000

年数 事業費（円）

笹川太平洋島嶼国基金事業

一般事業

事業実施者事　業　名

笹川平和財団

（財）エイ・エフ・エス日本協会

笹川平和財団

中国国際友好聯絡会／中国

中国国際友好聯絡会／中国

中国国際友好聯絡会／中国

笹川平和財団、中国国際友好聯絡会／中国

中国国際友好聯絡会／中国

中国国際友好聯絡会／中国

中国国際友好聯絡会／中国

中国国際友好聯絡会／中国

笹川平和財団、（社）アジアフォーラム・ジャパン

中国国際友好聯絡会／中国

四日市・天津友好交流協議会

中国国際関係学ネットワーキング

第2期中国辺彊地区高校生交流

安全保障問題専門家養成

日中青年対話促進訪日

第2期日本語学習者奨学金

中国都市計画担当市長訪日交流

若手議員訪中交流

中日マスコミ対話促進

中国民政部福祉政策訪日調査

21世紀若手日本研究者フォーラム

企業診断制度導入のための専門家交流

日中安全保障研究交流

第2回中日民間交流会議

天津市環境保護調査支援

形態

自主

助成

自主

助成

助成

助成

自・委

助成

助成

助成

助成

自・委

助成

助成

4／5

3／5

2／5

2／5

1／5

1／1

1／1

1／1

1／1

2／5

2／3

1／3

1／1

1／1

5,300,000

6,000,000

6,300,000

7,700,000

6,000,000

8,100,000

19,300,000

4,000,000

3,800,000

3,000,000

7,700,000

12,600,000

9,900,000

6,700,000

年数 事業費（円）

笹川日中友好基金事業

アジア太平洋地域におけるアメリカの役割：21世紀へ向けての日
米関係の含意

日本予防外交センター支援

中央アジア・コーカサス諸国の支援

テクノロジカル・パートナーシップ

イスラムとシビル・ソサエティ：東南アジアの視点から

アラブの文化的背景におけるボランタリー活動の調査

南部アフリカ地域CSROネットワーク強化

非営利組織のための評価：組織能力の向上にむけて

タイ非営利セクター資金源情報整備

インドネシア非営利セクター資金源情報整備

NPOの研究・教育ネットワーク形成

NGO税制優遇資格審査評議会（PCNC）のシステム評価と紹介

東南アジアの資金仲介型NGO（CSRO）の強化：ドナーとの協力



編 集 後 記

■2000年度第1号のニューズレターをお届けします。

このニューズレターから、編集責任者が新米に替わりま

した。新米のことですから、「独自のカラーを出していく」

などと大それたことは申しませんが、少しでも皆さんに

「『S P Fニューズレター』を楽しみにしている」と言ってい

ただけるものにしていきたいと考えています。

世の中の流れは速く、またメディアの発展もあって、い

ろいろな情報が巷にあふれていますが、そんな中、このニ

ューズレターが多少でも、どこかで小さいながら光を灯す

ような情報源になれれば、などと願っています。

読者の皆さまのご協力をお願いするとともに、忌憚のな

いご意見をお待ちしています。

（関　晃典）

SPFニューズレター No.44 FY2000 Vol.1

●発行日　2000年7月　 ●編集人　関　晃典

●発行人　入山　映　 ●発行所　笹川平和財団

Tel: 03-3769-2081 Fax: 03-3769-2090

URL: http://www.spf.org   E-mail: spfpr@spf.or.jp

©笹川平和財団2000

※本紙の署名記事は個人の意見であり、必ずしもSPFのそれを代表するもの
ではありません。

このニューズレターは、非木材系パルプ（ケナフ：アオイ科の草）を使用しています。

笹川平和財団 〒108-0073 東京都港区三田 3-12-12 笹川記念会館10F

事業実施者事　業　名

笹川平和財団

（財）カラモジア

笹川平和財団、遠隔教育財団、カセサート大学、ラオス国営テレビ局

Distance Learning Foundation／タイ

Kasetsart University／タイ

Lao National Television, Ministry of Culture and Information／ラオス

笹川平和財団、ミャンマー戦略国際問題研究所（MISIS）／ミャンマー

The Malaysian Institute of Economic Research（MIER）／マレーシア

クメール民主主義研究所／カンボジア

人物交流：21世紀若手指導者交流プログラム

域内循環システムによるミャンマー・シャン州流域環境改善

インドシナにおけるメディア関係者育成

インドシナ諸国教育メディア人材育成

ラオスにおける農業番組制作支援

ラオスにおける市場経済教育番組放映

ミャンマー国際経済セミナー／研究

ラオスにおける経済政策研究能力の強化

カンボジアの政治対話促進と若手議員交流

形態

自主

助成

自・助

助成

助成

助成

自・助

助成

助成

2／5

3／3

3／3

2／2

2／2

1／1

2／2

2／3

1／3

5,000,000

5,600,000

12,700,000

（3,600,000）

（4,525,000）

（4,560,000）

5,000,000

6,100,000

4,200,000

年数 事業費（円）

笹川南東アジア協力基金事業

事業実施者事　業　名

The Nonprofit Information and Training Centre（NIOK）／
ハンガリー

笹川平和財団

The Society for Higher Learning／スロバキア

非営利セクター地方展開支援（ハンガリー）

中欧人物招へい

スロバキア次世代リーダー育成

形態

助成

自主

助成

4／4

7／7

2／3

4,200,000

15,000,000

4,200,000

年数 事業費（円）

笹川中欧基金事業
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